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〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。 

・ 省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一般会計を各省庁

単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの一定の仮定に基づいて

作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているものではない点にご留意下さい。 

・ 省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基準」及び各省庁の

所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。 
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貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成30年    
     3月31日

平成31年    
     3月31日

平成30年    
     3月31日

平成31年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金57,255 58,165 777 177

未収金 保管金等1,117 1,028 57,255 58,165

前払費用 賞与引当金3 4 17,010 17,754

貸付金 退職給付引当金26,110 26,423 295,638 292,577

その他の債権等 その他の債務等210 51 1,376 1,034

貸倒引当金 △ 72 △ 73

有形固定資産 620,403 634,333

国有財産（公共用
財産を除く）

618,327 632,559

土地 407,480 422,095

立木竹 923 985

建物 158,496 163,744

工作物 34,992 38,225

建設仮勘定 負 債 合 計16,433 7,508 372,058 369,710

物品 ＜資産・負債差額の部＞2,075 1,773

無形固定資産 資産・負債差額2,302 2,285 335,272 352,508

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 707,331 722,218 707,331 722,218
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業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成29年 4月 1日) (自 平成30年 4月 1日)
(至 平成30年 3月31日) (至 平成31年 3月31日)

人件費 218,907 220,128

賞与引当金繰入額 17,010 17,754

退職給付引当金繰入額 11,709 20,437

裁判費 4,617 4,156

委託費等 222 230

庁費等 13,995 22,747

その他の経費 13,013 12,491

減価償却費 15,203 16,009

貸倒引当金繰入額 102 111

支払利息 25 -

資産処分損益 1,831 1,680

本年度業務費用合計 296,640 315,746
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資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成29年 4月 1日) (自 平成30年 4月 1日)
(至 平成30年 3月31日) (至 平成31年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 304,837 335,272

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 296,640 △ 315,746

Ⅲ　財源 314,102 318,674

　　主管の財源 55,518 66,183

　　配賦財源 258,584 252,491

Ⅳ　無償所管換等 △ 2,272 △ 4,309

Ⅴ　資産評価差額 15,245 18,617

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 335,272 352,508
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区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成29年 4月 1日) (自 平成30年 4月 1日)
(至 平成30年 3月31日) (至 平成31年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 55,474 66,642

配賦財源 258,584 252,491

財源合計 314,058 319,134

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 256,298 △ 260,644

修習資金貸与金等の支出 △ 3,780 △ 4,238

委員手当等の支出 △ 7,278 △ 7,214

裁判費 △ 4,617 △ 4,156

委託費等 △ 222 △ 230

庁費等の支出 △ 21,992 △ 22,463

その他の支出 △ 1,954 △ 1,948

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 296,144 △ 300,897

(2)施設整備支出

建物に係る支出 △ 7,990 △ 16,293

その他の支出 △ 8,884 △ 1,227

施設整備支出合計 △ 16,874 △ 17,520

業務支出合計 △ 313,018 △ 318,418

業務収支 1,039 716

Ⅱ　財務収支

リース債務の返済による支出 △ 817 △ 506

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 196 △ 209

利息の支払額 △ 25 -

財務収支 △ 1,039 △ 716

本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

その他歳計外現金・預金本年度末残高 57,255 58,165

本年度末現金・預金残高 57,255 58,165
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注 記 

 

１ 重要な会計方針 

⑴ 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ

く定率法（平成 19 年 4月１日以後に新築した建物は定額法）によっている。 

なお、残存価額まで到達している国有財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した

翌会計年度から 5 年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

物品（美術品を除く）については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に

基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定額法によっている。 

なお、残存価額まで到達している物品については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備

忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

ファイナンス・リース取引に伴うリース物件については、取得原価相当額を資産計上し、リース期

間終了時の残存価額をゼロとした定額法により減価償却を行っている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっている。また、製作途中のソフトウェアについて、無形固定資産の仮勘定として計上してい

る。 

著作権等については、減価償却は行わず、国有財産台帳価格を計上している。 

⑵ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 貸倒引当金 

過去 3 年間の債権の不納欠損実績に基づいて回収不能見込額を計上している。 

② 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6 月支給分の 4/6）を計上している。 

③ 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数×平均給与×自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4 に定められた区分別の職員数×想定される調

整月額単価×60 ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34 年 10 月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与（平均給与上昇率を考慮）×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金

については、「遺族補償年金に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。 

⑶ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 

・平均給与上昇率 ： 2.9％ 

（平成 26 年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出） 

・割  引  率 ： 4.2％ 

（平成 26 年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出） 
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２ 偶発債務 

⑴ 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものが 188 件（1,310 百万円）ある。その内訳の概

略は、次のとおりである。 

① 民事・行政事件等に起因するものとして、主に裁判官、書記官及び執行官等の職務行為における違

法を主張しているもの等が 133 件（766 百万円） 

② 刑事事件等に起因するものとして、主に裁判官の令状処分等について違法等を主張しているもの等

が 32 件（345 百万円） 

③ 家庭事件等に起因するものとして、主に裁判官、書記官等の職務行為における違法を主張している

もの等が 23 件（199 百万円） 

 

３ 翌年度以降支出予定額 

⑴ 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 402 百万円 

⑵ 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 9,459 百万円 

 

４ 追加情報 

⑴ 合算する特別会計 

合算すべき特別会計がないため、一般会計省庁別財務書類が省庁別財務書類となっている。 

⑵ 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としている。 

⑶ 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金・預金」には、裁判等の当事者が手続費用等として裁判所に納めている保管金の残高を計上

している。 

・「未収金」には、支払を猶予された訴え手数料に関する債権等を計上している。 

・「前払費用」には、自動車損害賠償責任保険の次年度以降に係る保険料部分を計上している。 

・「貸付金」には、司法修習生に対する修習資金貸与金を計上している。 

・「その他の債権等」には、財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産の価額を計上

している。 

・「貸倒引当金」には、債権の種類ごとに過去 3 年間の不納欠損として整理された実績に基づき算出

した額の合計額を計上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、建設仮勘定を除き、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に庁舎及び宿舎の敷地に係る用地を計上している。 

・「立木竹」には、主に庁舎及び宿舎の敷地に植栽されている樹木を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎及び宿舎を計上している。 

・「工作物」には、主に庁舎及び宿舎に附属する工作物を計上している。 

・「建設仮勘定」には、主に建設中の固定資産（庁舎等）に係る支出を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の物品（美術品については 300 万円以上）及

びファイナンス・リース取引に伴うリース物件について、美術品を除く物品及びリース物件は取

得価格（見積価格）から減価償却費相当額を控除した後の価額、美術品は取得価格（見積価格）

で計上している。 

・「無形固定資産」には、著作権等については国有財産台帳価格、ソフトウェアについては取得に要

した費用から減価償却費相当額を控除した後の価額、電話加入権については取得価格で計上して
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いる。また、ソフトウェア仮勘定として製作途中のソフトウェアに係る支出額を計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、公務災害補償費及び児童手当に係る未払額を計上している。 

・「保管金等」には、裁判等の当事者が手続費用等として裁判所に納めている保管金の残高を計上し

ている。 

・「賞与引当金」には、6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち本年度で負担する金

額を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当に係る退職給付引当金、国家公務員共済年金のうち整理資源の

将来給付見込額の割引現在価値額及び遺族補償年金の将来給付見込額の割引現在価値額を計上

している。 

・「その他の債務等」には、リース物件に係る契約済額及び東日本大震災復興特別会計に異動した裁

判所職員に係る退職給付引当金残高の付け替え額を計上している。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの並びに決

算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち（目）国家公務員共済組合負担金、

（目）基礎年金等国家公務員共済組合負担金及び（目）育児休業手当金国家公務員共済組合負担金

として支出した額に、児童手当及び国家公務員災害補償年金の未払金や退職手当及び賞与に関する

引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上している。 

・「賞与引当金繰入額」には、6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。 

・「裁判費」には、（項）裁判費の支出済歳出額のうち、「委託費等」及び「庁費等」に計上されるもの

以外のものを計上している。 

・「委託費等」には、決算書の使途別分類が「補助金・委託費」に該当するもののうち「人件費」に計

上されるもの及び（目）国有資産所在市町村交付金を除く支出済歳出額を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」の支出済歳出額のうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」の支出済歳出額のうち「裁判

費」で計上されていないもの並びに（目）委員手当及び（目）国有資産所在市町村交付金を計上し

ている。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る額

を計上している。 

・「支払利息」には、前会計年度において、ＰＦＩ事業に関する維持管理運営費の支出済歳出額のうち、

割賦手数料部分を計上している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産の売却、除却に伴い生じた損益を計上している。 

③ 資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、主管歳入の徴収決定済額のうち、当該年度に調査決定を行った額から資産・負

債差額の増減を生じさせないものを控除した額を計上している。 

・「配賦財源」には、裁判所所管の支出済歳出額と裁判所主管の収納済歳入額との差額を計上してい 

る。 

・「無償所管換等」には、他省庁との有形固定資産等の無償所管換の異動額等を計上している。 

・「資産評価差額」には、国有財産の台帳価格の改定に伴う評価差額を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。 
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④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、裁判所主管の収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、裁判所所管の支出済歳出額と裁判所主管の収納済歳入額との差額を計上してい

る。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの並びに決

算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち（目）国家公務員共済組合負担金、

（目）基礎年金等国家公務員共済組合負担金及び（目）育児休業手当金国家公務員共済組合負担

金として支出した額を計上している。 

・「修習資金貸与金等の支出」には、（目）修習給付金、（目）司法修習生旅費及び（目）修習資金貸

与金の支出額を計上している。 

・「委員手当等の支出」には、（目）委員手当及び（目）委員等旅費（いわゆる裁判事務処理に必要

な経費である（項）裁判費に係るものは除く）の支出額を計上している。 

・「裁判費」には、（項）裁判費の支出済歳出額のうち、「委託費等」及び「庁費等の支出」に計上さ

れるもの以外のものを計上している。 

・「委託費等」には、決算書の使途別分類が「補助金・委託費」に該当するもののうち「人件費」に

計上されるもの及び（目）国有資産所在市町村交付金を除く支出済歳出額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当する支出のうち、

施設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「建物に係る支出」には、庁舎等の建物の取得に係る支出を計上している。 

・「その他の支出」には、土地に係る支出、建物に係る支出以外の施設整備に繋がる支出を計上して

いる。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 財務収支 

・「リース債務の返済による支出」には、国庫債務負担行為の議決を経た複数年度にわたるリース契

約のうち、ファイナンス・リース取引によるシステム用機器等の賃貸借に係る債務返済の支出を

計上している。 

・「ＰＦＩ債務の返済による支出」には、ＢＴＯ方式によるＰＦＩ事業に係る債務返済の支出を計上

している。 

・「利息の支払額」には、前会計年度において、ＢＴＯ方式によるＰＦＩ事業に係る支払利息の支出

額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、保管金等一般会計において保有する歳計外の現金・

預金を計上している。 

・「本年度末現金・預金残高」には、「その他歳計外現金・預金本年度末残高」を計上している。計

上額は、貸借対照表の現金・預金と一致する。 

⑷ その他裁判所の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

③ 重要な会計処理の誤謬の修正 

  前年度の貸借対照表の「物品」において、誤謬等により、15 百万円の過大計上となっていたため、

本年度の貸借対照表の「物品」及び資産・負債差額増減計算書の「無償所管換等」において、それぞ

れ同額を修正計上している。 

④ 「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出
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された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」に基づき、国が直轄により、又は

国庫補助金等を交付して実施した汚染土壌等の除染等、放射性汚染廃棄物処理事業及び中間貯蔵施設

検討・整備事業に要した費用に係る東京電力ホールディングス株式会社に対する求償については、裁

判所一般会計においては、平成 30 年度末までに 1 百万円求償し、うち 1 百万円について既に支払い

を受けている。 
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附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

⑴ 資産項目の明細 

① 現金・預金の明細 

 
 

② 未収金の明細 

 

 

③ 貸付金の明細 

 

 

④ その他の債権等の明細 

 

 

⑤ 貸倒引当金の明細 

 

 

  

（単位：百万円）

内容 本年度末残高

現金 734

政府預金 57,431

合計 58,165

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

費用弁償金債権等（※） 個人等 1,028

合計 1,028

（※）訴訟救助決定により支払を猶予された訴え手数料に関する債権等

（単位：百万円）

貸付先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 貸付事由等

個人 26,110 910 597 26,423 修習資金貸与金

合計 26,110 910 597 26,423

（単位：百万円）

債権の種類 相手先 本年度末残高 債権の内容等

前渡不動産
財政投融資特別会計特定国有
財産整備勘定

51
新施設整備前に引き継いだ不動産
価格

合計 51

（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高 前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高

未収金 1,117 △ 88 1,028 72 0 73

徴収停止等債権 15 0 15 4 △ 2 2

履行期限到来等債権 898 △ 84 813 68 2 71

上記以外の債権 203 △ 5 198 - - -

貸付金 26,110 312 26,423 - - -

徴収停止等債権 - - - - - -

履行期限到来等債権 - - - - - -

上記以外の債権 26,110 312 26,423 - - -

合計 27,228 223 27,451 72 0 73

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要

債権の種類毎に
過去3年間の貸
倒実績に基づい
て算定
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⑥ 固定資産の明細 

 

 

 

⑵ 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

 
 

② 保管金等の明細 

 

 

  

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度減価償

却額

評価差額
(本年度発生

分)
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産を除く） 618,327 26,459 15,946 14,899 18,618 632,559

行政財産 617,015 26,459 14,668 14,865 18,618 632,559

土地 407,480 8 3,975 － 18,581 422,095

立木竹 923 32 6 － 36 985

建物 157,334 14,381 361 7,609 － 163,744

工作物 34,843 10,809 172 7,255 － 38,225

建設仮勘定 16,433 1,227 10,152 － － 7,508

普通財産 1,311 － 1,277 33 － －

土地 － － － － － －

立木竹 － － － － － －

建物 1,162 － 1,135 26 － －

工作物 149 － 142 6 － －

物品 2,075 189 35 456 － 1,773

物品（美術品を除く） 532 189 35 117 － 568

美術品 189 － － － － 189

リース物件 1,354 － － 338 － 1,015

小計 620,403 26,648 15,981 15,355 18,618 634,333

（無形固定資産）

国有財産 27 1 － － △0 27

行政財産 27 1 － － △0 27

著作権等 27 1 － － △0 27

ソフトウェア 1,866 583 － 654 － 1,795

ソフトウェア仮勘定 96 149 96 － － 149

電話加入権 313 0 0 － － 313

小計 2,302 733 96 654 △0 2,285

合計 622,705 27,382 16,078 16,009 18,617 636,618

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

公務災害補償費 該当職員 4

児童手当 該当職員 173

合計 177

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

保管金 事件当事者等 58,165

合計 58,165
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③ 退職給付引当金の明細 

 

④ その他の債務等の明細 

 

 

２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

⑴ 委託費等の明細 

  

   

３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

⑴ 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

 
 

  

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 242,729 17,981 19,057 243,804

整理資源に係る引当金 52,740 5,508 1,400 48,632

国家公務員災害補償年金に係
る引当金

169 17 △ 11 140

合計 295,638 23,506 20,446 292,577

（注1）退職手当に係る引当金の本年度取崩額17,981百万円のうち3百万円は、平成30年度に
おいて東日本大震災復興特別会計に職員が異動したことによる減少額である。
（注2）退職手当に係る引当金の本年度増加額19,057百万円のうち8百万円は、平成30年度に
おいて東日本大震災復興特別会計から一般会計に職員が異動したことによる増加額である。

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

リース債務 法人 1,015

東日本大震災復興特別会計にお
いて計上している退職給付引当
金のうち、裁判所一般会計が負
担する退職給付引当金相当額

東日本大震災復興特別会計 18

合計 1,034

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

司法修習生研修委託費 弁護士会 94
司法修習生の弁護事務修習を弁護士会に委託
するため

少年補導委託費 施設、団体又は個人 135
少年を試験観察とあわせて適当な施設、団体
又は個人に補導を委託するため

国際裁判官連合分担金 国際裁判官協会等 0 国際裁判官協会他の国際裁判官会議の負担金

合計 230

＜委託費＞

＜分担金＞

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 795

国有財産貸付収入 弁護士会等及び該当職員 791

国有財産使用収入 法曹会等 3

納付金 47

法科大学院設置者納付金 法科大学院設置者 47

諸収入 65,339

許可及手数料 事件当事者等 1,925

懲罰及没収金 事件当事者等 246

弁償及返納金 事件当事者等及び該当職員 315

雑入（※） 事件当事者等 62,853

合計 66,183

（※）相続人不存在のため国庫帰属となった相続財産の収入金が主なものである。
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⑵ 無償所管換等の明細 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 資産評価差額の明細 

 

 

  

（単位：百万円）

区分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定資産

国有財産（公共用財産を除く） - 18,618 18,618

行政財産 - 18,618 18,618

土地 - 18,581 18,581
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

立木竹 - 36 36
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

無形固定資産

国有財産 - △0 △0

行政財産 - △0 △0

著作権等 - △0 △0
国有財産台帳の価格改定に伴
う評価差額

合計 - 18,617 18,617

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

財務省及び国土交通省（財政投融資特別
会計特定国有財産整備勘定）

△ 158
土地、立木
竹、建物及び
工作物

本年度前渡不動産計上額と前年
度前渡不動産計上額の差額

小計 △ 158

東日本大震災復興特別会計 1
退職給付引当
金

定員変動に伴う所管換

小計 1

財務省（一般会計） △ 4,123
土地、立木
竹、建物及び
工作物

裁判所における使用をやめたこ
とにより、国有財産総括部局た
る財務省へ所管を移すため

小計 △ 4,123

国土交通省（一般会計） △ 7
土地、立木
竹、建物及び
工作物

裁判所における使用をやめたこ
とにより、国土交通省の所管財
産として使用するため

小計 △ 7

　 △ 7
土地、立木
竹、建物及び
工作物

国有財産台帳上の財産の数量を
実測に基づく財産の数量に修正
したことによる差額

小計 △ 7

1 著作権
裁判所が権利者である著作等に
つき、新規に国有財産として計
上したもの

小計 1

△ 15 物品 誤謬訂正

小計 △ 15

△ 4,309合計

前渡不動産の異動額

実測と帳簿の差額

その他

公共物へ編入

財産の無償所管換等
（受）

財産の無償所管換等
（渡）

誤謬修正
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４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

⑴ 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

 

 

 

⑵ その他歳計外現金・預金の増減の明細 

  

  

  

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

回収金等収入 590

貸付金等回収金収入 司法修習生 590

東日本大震災復興事故由来放射
性物質汚染対処費回収金収入

東京電力ホールディングス株式
会社

0

国有財産利用収入 795

国有財産貸付収入 弁護士会等及び該当職員 791

国有財産使用収入 法曹会等 3

納付金 47

法科大学院設置者納付金 法科大学院設置者 47

諸収入 65,209

許可及手数料 事件当事者等 1,925

懲罰及没収金 事件当事者等 246

弁償及返納金 事件当事者等及び該当職員 145

物品売払収入 売払業者 40

雑入（※） 事件当事者等 62,852

合計 66,642

（※）相続人不存在のため国庫帰属となった相続財産の収入金が主なものである。

（単位：百万円）

内容 金額

前年度末残高 57,255

本年度受入 505,013

本年度払出 504,102

本年度末残高 58,165
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参考情報 

 

１ 裁判所の所掌する業務の概要 

⑴ 裁判所の仕事 

裁判所の仕事は、個人間等の法律的な紛争を解決したり、罪を犯した疑いがある人が有罪か無罪かを

判断したりすること等により、国民の権利を守り、国民生活の平穏と安全を保つことです。 

⑵ 裁判所の組織 

裁判所には、最高裁判所、高等裁判所、地方裁判所、家庭裁判所、簡易裁判所の 5 種類があり、役割

分担がされています。また、裁判所の所管する組織としては、このほかに検察審査会があります。 

① 裁判所 

ア 最高裁判所（東京） 

憲法によって設置された我が国における唯一かつ最高の裁判所で、主として、高等裁判所の裁判

に対する不服申立て（上告等）を取り扱います。 

司法権の完全な独立を守るために、訴訟に関する手続、弁護士、裁判所の内部規律及び司法事務

処理に関する事項について規則を制定する規則制定権を有します。 

イ 高等裁判所（東京、大阪、名古屋、広島、福岡、仙台、札幌、高松のほか 6か所の都市に支部が

設けられ、特別の支部として東京高等裁判所に知的財産高等裁判所が設けられています。） 

地方裁判所、家庭裁判所の判決又は簡易裁判所の刑事の判決に対する控訴、地方裁判所の民事の

第二審判決に対する上告、地方裁判所又は家庭裁判所の決定に対する抗告に関する事件等を取り扱

います。 

知的財産高等裁判所は、特許庁が行った審決に対する取消訴訟や特許権に関する地方裁判所の判

決に対する控訴等、一定の知的財産に関する事件を取り扱います。 

ウ 地方裁判所（各都道府県庁所在地、函館、旭川及び釧路のほか 203 か所の支部が設けられていま

す。） 

民事事件（労働事件、知的財産権事件を含みます。）、刑事事件及び行政事件のほとんどすべての

訴訟事件の第一審の裁判及び簡易裁判所の民事事件の控訴事件等を取り扱います。 

エ 家庭裁判所（地方裁判所とその支部の所在地と同じ所及び 77 か所の出張所が設けられています。） 

家事事件（離婚や遺産分割等の夫婦関係、親子関係や親族に関する事件）の調停や審判、人事訴

訟事件（夫婦、親子等の関係をめぐる訴訟）及び少年事件（未成年者が非行を犯した場合等の事件）

の審判等を取り扱います。 

オ 簡易裁判所（全国に 438 か所あります。） 

比較的少額の民事事件と比較的軽い罪の刑事事件についての第一審の裁判権を持っています。そ

のほかに身近な民事紛争を話し合いで解決するための民事調停等を取り扱います。 

② 検察審査会（全国に 165 か所あり、地方裁判所と主な地方裁判所支部の建物内にあります。） 

20 歳以上で選挙権を有する国民の中からくじで選ばれた 11 人の検察審査員が、国民を代表して、

検察官の不起訴処分（犯罪の嫌疑を受けている者を裁判にかけなかったこと）のよしあしを審査する

機関です。 

 

 

   これらの組織は、大別すると、各種事件の裁判等を担当する裁判部門（検察審査会の場合は審査部門）

と人や設備等の面で裁判部門を支援する司法行政部門（総務課、人事課、会計課等の事務局等）に分け

られます。 
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２ 裁判所の組織及び定員 

 

 

（6か所）
部

事 務 局
(8か所)

支 部

(77か所)

（203か所） (203か所)
部 部

事 務 局 事 務 局
(50か所) (50か所)

支 部 支 部

裁 判 官

庶 務 課
(438か所)

司法行政事務を

掌理する裁判官

事 務 局
(165か所)

大 法 廷
（

裁

判

部

門

）

（

合

議

制

）

第 一 小 法 廷
第 二 小 法 廷
第 三 小 法 廷

事 務 局

最 高 裁 判 所 事 務 総 局 秘 書 課
（

司

法

行

政

部

門

）

（

裁

判

官

会

議

）

広 報 課
情 報 政 策 課
総 務 局
人 事 局
経 理 局
民 事 局
刑 事 局
行 政 局
家 庭 局

（

司

法

行

政

部

門

）

（

裁

判

官

会

議

） 知的財産高等裁判所事務局

裁 判 所 職 員 総 合 研 修 所 事 務 局

最 高 裁 判 所 図 書 館

知的財産高等裁判所
（

裁

判

部

門

）

（

合

議

制

）

支 部

高 等 裁 判 所

出 張 所
（

裁

判

部

門

）

（

一
人
制
又
は
合

議
制
）

（

裁

判

部

門

）

（

一
人
制
又
は
合

議
制
）支 部 支 部

  ⑴ 最高裁判所（1,010人）

  ⑵ 下級裁判所（24,704人）

（

裁

判

部

門

）

（

一

人

制

）

簡 易 裁 判 所
（

司

法

行

政

部

門

）

検 察 審 査 会

地 方 裁 判 所 家 庭 裁 判 所
（

司

法

行

政

部

門

）

（

裁

判

官

会

議

）

（

司

法

行

政

部

門

）

（

裁

判

官

会

議

）

司 法 研 修 所
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３ 平成 30 年度歳入歳出決算の概要 

  

 

４ 公債関連情報 

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務省

に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省庁の

負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示している。

仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。）

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                     8,448,238 億円 

・当該年度に発行した公債額                     343,953 億円 

・当該年度の利払費                          65,033 億円 

 

② 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に

配分を行った場合、裁判所に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち裁判所配分額      52,615 億円 

・当該年度に発行した公債額のうち裁判所配分額     2,227 億円 

・当該年度の利払費のうち裁判所配分額               403 億円 

 

（単位：百万円）

【　歳　入　】 66,642 【　歳　出　】 319,134

「収納済歳入額」 「支出済歳出額」

裁判所主管合計 66,642 裁判所所管合計 319,134

（部） 政府資産整理収入 590 （組織） 319,134

（部） 雑収入 66,052 （項） 76,489

（項） 205,642

（項） 258

（項） 18,096

（項） 18,647

裁判所

最高裁判所

下級裁判所

検察審査費

裁判費

裁判所施設費
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